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営業概況

当連結会計年度に米国を襲った同時多発テロは、いわゆるＩＴバブ

ルの崩壊により後退局面に入りながらも、年末にかけて底入れの期

待が見え始めていた米国経済に深刻な打撃を与えました。これに

よる米国景気のさらなる落ち込みが、とりわけＩＴ関連企業を中心に

輸出依存度の高いアジア各国やユーロ圏にも波及し、世界同時不

況の様相を呈することとなりました。

わが国の経済も、当連結会計年度初頭から世界経済の減速が鮮

明となり、輸出の大幅減少・設備投資の抑制など、企業活動の減

退・消費低迷に苦しんでいた中で、米テロ事件が発生し、加えて不

良債権処理、構造改革の断行に伴う「痛み」に対する不安感が景

気の先行きを一層不透明なものとしています。

当社を取り巻く業界も携帯電話市場の急速な落ち込みや、パソコン

並びに周辺機器の生産調整等に伴う電子部品の過剰在庫、半導

体需要の低迷などにより、ＩＴ関連機器及び部材の生産・販売の減

少を余儀なくされています。さらに、大手電器メーカーの生産拠点を

海外に求める速度が加速されつつあります。この様な情勢のなか

にあって、当社は車載関連・民生及び産業機器等の幅広い分野

での新規プロジェクトの構築と、海外のアウトソーシング需要の高ま

りを先取りして、ＥＭＳ事業の地位を強化するために、海外工場群

の拡充を図ってまいりました。しかしながら、携帯電話の世界的な生

産調整が当初の予想をはるかに越えるものであったことによる通信

機器関連の売上の急激な落ち込み、コンピューター周辺機器の成

長鈍化による需要の低迷、ＡＶ機器の新規プロジェクトのキャンセル

や立上げの遅れなどにより、大幅な業績の下方修正をせざるを得な

い状況になりました。この結果、当連結会計年度の売上高は、８２２

億１千８百万円となり、前連結会計年度に比べて、２１３億

６千２百万円の減少（２０.６％減）となりました。利益面においては、

円安による為替差益も含め、経常利益は１４億３千１百万円となり、

前期に比べて９億３千５百万円の減少（３９.５％減）となりました。

また、当期純利益は、退職給付移行時差異償却、在庫損失、投資

有価証券評価損等を特別損失に計上したため、１億４百万円とな

り、前期に比べて１２億１千８百万円の減少（９２.１％減）となりました。
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株主の皆様へ

株主の皆様には日頃から温かいご支援を賜り厚くお礼申しあげます。ここに当社の第１０期

（平成１３年１月１日から平成１３年１２月３１日まで）の事業報告書をお届けするにあたり、一言

ご挨拶申しあげます。

当期における世界経済の情勢は、米国のＩＴ関連分野の減速に端を発した不況が欧州経済

の景気減速やインフレ懸念へと波及し、さらにアジア諸国にも拡大して世界同時不況の様相

を呈してまいりました。それに追い打ちをかけるように、９月には米国において同時多発テロが

発生し、景気は一段と混迷の度合いを深めることとなりました。

この様な環境のもと、当期においては携帯電話の世界的な生産調整が行なわれ、通信機器

関連部門が低迷いたしました。さらに、AV機器も不況の影響により新規プロジェクトのキャン

セル等が発生するなどして、当期業績は期初の予定を大幅に下回る結果となりました。

しかしその一方で、当社は民生および産業機器に加え、車載関連も含む幅広い分野におい

て新規プロジェクトの構築を行ないました。また、大手電機メーカーにおける生産拠点の海外

移転戦略を先取りするかたちで当社の海外工場群を拡充し、受注・生産体制も一層充実さ

せてまいりました。

来期につきましては、当社の得意分野であります汎用性のある基板実装

をメインにして、モジュール・車載関連にフォーカスを合わせて、多くの新

規プロジェクトの獲得に注力しつつ業績の回復に向け最善の努力を傾

注してまいる所存でございます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご指導を賜ります

ようお願い申しあげます。

平成１４年３月
取締役社長　村井史郎
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オートバイ用部材、自動車用ワイヤーハーネス部材、空調機器、設備機械

等を取り扱っておりますこの部門は、オートバイの小型排気量モデル用部

材が価格対応のため、調達を従来の日本から

インドネシアおよびタイ工場製品に切り替えたた

め売上減となりました。そのため当連結会計年

度の売上高は１０８億５千３百万円となり、前連

結会計年度と比べて、１０億７千７百万円の減

少（９.０％減）となりました。また営業利益は８千

５百万円となり、前連結会計年度と比べて５千

６百万円の減少（３９.８％減）となりました。

機械部門

フロンガス、合成樹脂、印刷インキ、化成品、家具等を取り扱っております

この部門は、大口の新規取引先を獲得できたこともあり、売上高は２４億

９千４百万円となり、前連結会計年度と比べて、４億４千万円の増加

（２１.４％増）となりました。また営業利益は１億３千万円となり、前連結会

計年度と比べて１億３千万円の減少（４４.３％減）となりました。
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２０００年 ２００１年 ％

ワイヤーハーネス、オートバイ用部材 １１.５ １３.０

■売上構成比率・その他の部門

２０００年 ２００１年 ％

フロンガス、印刷インキ等 ２.０ ３.２
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部門別の概況

当社グループのコアになる部門で通信機器、情報機器、民生機器、車

載関連、一般電子部品・デバイス等に係る完成品、組立品、基板実装、

部品単体・キット等の領域を幅広くカバーしております。携帯電話市場

の急激な落ち込みによる生産調整、ＡＶ機器および関連部品の需要減、

一般部品の減少等により当連結会計年度の電子部門の売上高が

６８９億１百万円となり、前連結会計年度に比べて、２０７億３千１百万円

の減少（２３.１％減）となりました。また営業利益は１６億９千３百万円とな

り、前連結会計年度に比べて１２億５千１百万円の減少（４２.５％減）と

なりました。

電子部門

■売上構成比率・電子部門

２０００年 ２００１年 ％

通信機器関連（有線、無線） ２３.１ １２.４
情報機器関連（PC周辺機器、事務機器、記録媒体等） ８.０ １０.１
民生機器関連（AV、家電、パーソナルケア、カメラ等） ２３.１ ８.４
産業機器関連（パワーツール、イグナイター等） １０.４ ２４.１
車載関連（カーオーディオ、モーター、部材等） ８.７ ２０.７
一般電子部品 １３.２ ８.０
計 ８６.５ ８３.８

59,553 60,588

89,632

46,400

38,100
33,403

26,271

第6期�
1997年�

第7期�
1998年�

第8期�
1999年�

第9期�
2000年�

68,901

25,123

第10期�
2001年�

単
独�

連
結�0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000 百万円�

■売上高・電子部門

※２００１年度の部門別連結売上高には、部門間の内部売上高または振
替高３,０００万円が含まれています。また、部門別営業利益にも
１０億８,０００万円の消去すべき利益が含まれています。
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トピックス

――――――――――――――――２００１年

●中国華南の製造業の中心・東莞に生産子会社完成（１２月）

●北部通信工業㈱と株式持合いによる

業務提携（特にEMS事業の強化のため）を決議（９月）

●㈱ケンウッドの第三者割当増資の中100万株を引受け（９月）

●シークスホームページをリニューアル（９月）

サイトを一新。IRのページも開設し、事業報告書等もPDFデータにて閲覧いただけます。

●スロバキアでの合弁生産会社 Sluzba SIIX Electronics s.r.o.設立合意（８月）

●EMS事業拡充のためのタイの生産子会社SIIX EMS(Thailand)Co.,LTD.の新工場が完成（８月）

●中国・上海でタカヤ㈱との合弁生産会社 Takaya SIIX Electronics(Shanghai)Co.,LTD.を立上げ（６月）

資本金350百万円。タカヤ㈱60%、SIIX 40%の合弁。3,200㎡、55名。鉛フリー対応。SMT２ライン、Axial／Radial挿入機各１台。民生、

産業機器用基板実装及び完成品の生産

●中国・蘇州の液晶合弁工場 Suzhou Grand Pacific Optoelectronics Co.,LTD.で量産開始（３月）

STNモノクロ液晶・モジュールの中国蘇州での製造。増大する中国での携帯電話需要にも対応。

5

グループ経営戦略

●会社経営の基本方針

製造業の分野においては、特に当社のコア分野であるエ

レクトロニクス関連業界を中心に事業の水平分業化が

世界的規模で進展し、生産活動のアウトソーシングに対

する顧客ニーズは益々拡大しています。こうした環境の

中で当社グループは、「世界に点在する様々なニーズを

自在にコーディネートし、『グローバル・ビジネス・オーガナイ

ザー』として顧客に具体的なビジネスメリット（顧客価値）

を提供する」ことを事業の基本方針としています。こうし

た企業活動を通して「世界のリソースの有効活用を追求」

し、社会システムの活性化と人類の進歩に貢献すること

が当社の社会的使命であると認識しています。

●会社の経営戦略と対処すべき課題

世界的に高まっている製造のアウトソーシング、調達のグ

ローバル化等のニーズに対して、設計・開発、部材調達、

部品・モジュール・機器の製造、物流、販売等の幅広い領

域で、迅速かつ的確なソリューションを提供すべく次の施

策を実施していきます。

①活動分野の拡大

従来の通信・情報機器、ＡＶ機器分野に加えて、比較的

ＩＴ不況の影響を受けにくく、かつ一層の電子化が見込

まれる車載関連機器用の基板実装、民生・産業機器用

の基板実装および完成品に注力します。

②ＥＭＳ事業（電子機器受託製造サービス）の増強

長年にわたり培ってきた当社の部材調達力に、効率良く

配置した製造拠点（工場群）の強みを加えて、顧客の

様々なタイプのアウトソーシング・ニーズに対応すべく、昨

年度はタイ、中国（東莞、上海）、スロバキアの工場新設・

拡充を完了致しました。今後はこれらを含め１１箇所とな

った海外工場の生産・管理体制を更に充実させ、ＥＭＳ

事業を当社のコアビジネスとして増強していきます。

③モジュールビジネスの強化

ＥＭＳサービスの増強策として、またビジネスの付加価値

拡大の一環として、国内外の当社グループ開発・設計会

社や協力先を活用し、ＬＣＤモジュール、レンズモジュール

等の各種モジュールの開発・販売を強化していきます。
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Takaya SIIX Electronics
(shanghai) Co.,Ltd.

ＩＴ・通信関連企業が多い華北・上

海地区においてＥＭＳを提供します。

基板実装のエキスパート・タカヤ㈱と

の合弁にて、質の高いＥＭＳを提供

します。

Electronics
Assemblies Inc.

SIIX Hong Kong
Electronics Factory Dongguan

華南の製造業の中心、東莞に位置

する工場です。低賃金を活かしたコ

スト競争力を提供します。

２００１年１２月に工場をリニューアル

し、最新の実装技術にも対応致しま

した。

Panyu Kyokuto Sakata
Electronics Co.,Ltd.

P.T. PFU Technology
Indonesia

7

グループ業務内容（EMS網）

シークスは１３ヶ国にまたがる海外拠点網の有機的なネットワークをベースにクライアント企業に地

域・業務内容などの様々な選択肢のプラットフォームを提供しています。

中でも当社のコアビジネスとも言えるEMS事業については海外に１０工場を有し、企業集団内の

各グループと連携しています。

Sluzba SIIX
Electronics s.r.o.

EU市場向けに特化した中欧の

EMS工場です。EU域内に近く、かつ

低コストです。

長年に渡り欧州の自動車メーカーの

部品を製造していた経験から、高品

質なEMSを提供します。

２００１年度中に完成したEMS 4工場

SIIX EMS (Thailand)
Co.,Ltd.

シークスのEMSネットワークの中核を

なすフラッグシップ工場です。

大量の基板実装能力に加え、０６０３

サイズの微細チップ部品を実装でき

る能力があります。

Stars Micrielectronics
(Thailand) Co.,Ltd.

P.T. Giken Precision
Indonesia

P.T. SIIX Electoronics
Indonesia
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科　　　目 当　期 前　期
百万円 百万円

連結剰余金期首残高 ５,３７３ ３,９５７

連結剰余金増加高 ― １９１

連結剰余金減少高 ９５ ９８

当期純利益 １０４ １,３２３

連結剰余金期末残高 ５,３８３ ５,３７３

比較連結損益計算書 比較連結キャッシュ・フロー計算書

科　　　目 当　期 前　期
百万円 百万円

売上高 ８２,２１８ １０３,５８１

売上原価 ７６,６５９ ９７,０１６

売上総利益 ５,５５８ ６,５６４

販売費及び一般管理費 ４,７２８ ４,１９２

営業利益 ８２９ ２,３７２

営業外収益 １,００３ ５４１

営業外費用 ４０１ ５４７

経常利益 １,４３１ ２,３６６

特別利益 １１８ ―

特別損失 １,０７４ １０５

税金等調整前当期純利益 ４７４ ２,２６０

法人税、住民税及び事業税 ５８４ ８４６

法人税等調整額 △２３６ ４５

少数株主利益 ２１ ４５

当期純利益 １０４ １,３２３

科　　　目 当　期 前　期

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円

税金等調整前当期純利益 ４７４ ２,２６０
減価償却費 ６３９ ３６５
貸倒引当金の増加額 １２２ １１１
受取利息及び受取配当金 △ １７６ △ １７５
支払利息 ２８２ ２７６
為替差損益 △ ５４０ １６
持分法による投資損益 ４６ △ ２２
売上債権の増減額 ３,７３０ △ ４,３０２
たな卸資産の増減額 １,３５１ △ ２,５１７
仕入債務の増減額 △ ２,６２２ ３,６０８
在庫損失 ４０２ ―
退職給付移行時差異償却 ４１５ ―
その他 ３６１ ４６１
小　計 ４,４８７ ８３

利息及び配当金の受取額 １７８ １８３
利息の支払額 △ ２８９ △ ２５２
法人税等の支払額 △ ８８４ △ ４６２
営業活動によるキャッシュ・フロー ３,４９１ △ ４４８

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 ― △ ２０９
有価証券の売却による収入 ― ４０２
有形固定資産の取得による支出 △ １,１９５ △ ７５７
有形固定資産の売却による収入 ０ ８０
無形固定資産の取得による支出 △ ２６ △ ９２
投資有価証券の取得による支出 △ ５７９ △ ９４０
投資有価証券の売却等による収入 １５４ ３６
貸付による支出 △ １７４ △ １７９
貸付金の回収による収入 １４８ ７７
その他 △ １９ ２８
投資活動によるキャッシュ・フロー △ １,６９２ △ １,５５５

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額 △ ２,３９２ ３,４１４
長期借入による収入 １,９００ ６６
長期借入金の返済による支出 △ ５６３ △ ２８１
配当金の支払額 △ ７５ △ ８８
少数株主への配当金の支払額 △ ９ △ １０
少数株主からの払込 １４６ １５
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ９９４ ３,１１６

現金及び現金同等物に係る換算差額 ７５ ６
現金及び現金同等物の増加額 ８７９ １,１１８
現金及び現金同等物の期首残高 ３,５２１ ２,４０２
連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の影響額 ― ０
現金及び現金同等物の期末残高 ４,４０１ ３,５２１

比較連結剰余金計算書

◆比較連結剰余金計算書注記

１. 剰余金増加額の内訳は次の通りであります。 当　　　期 前　　　期

①連結会社増加による増加高 ……………………………… ― ……………………０百万円

②持分法適用除外による増加高 …………………………… ―……………………２５百万円

③過年度税効果調整額 …………………………………… ― …………………１６５百万円

２. 剰余金減少額の内訳は次の通りであります。

①配当金 ………………………………………………７５百万円……………………８８百万円

②取締役賞与金 ………………………………………２０百万円……………………１０百万円
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連結財務諸表

比較連結貸借対照表

科　　　目 当　期　末 前　期　末
百万円 百万円

資産の部

流動資産 ２４,３２６ ２６,３６７

現金及び預金 ４,４３４ ３,５４９

受取手形及び売掛金 １４,２２３ １６,３５０

たな卸資産 ４,４６１ ５,５５２

繰延税金資産 ２１５ １３２

その他流動資産 １,４１２ １,１８７

貸倒引当金 △４２１ △４０５

固定資産 ６,８６３ ５,４２０

有形固定資産 ３,７９８ ２,８１１

無形固定資産 １３４ １５３

投資有価証券 １,５２２ １,４４２

繰延税金資産 ２９５ ―

その他の投資 １,４１４ １,２２５

貸倒引当金 △３０１ △２１３

為替換算調整勘定 ― ５８３

資産合計 ３１,１９０ ３２,３７１

科　　　目 当　期　末 前　期　末
百万円 百万円

負債の部

流動負債 １９,０１４ ２２,１６５

支払手形及び買掛金 １０,５８２ １１,６１３

短期借入金 ６,４５３ ９,０００

繰延税金負債 ３０ ―

その他流動負債 １,９４７ １,５５１

固定負債 ２,６５１ ７４３

長期借入金 １,８６８ ４２

退職給与引当金 ― ７７

退職給付引当金 ４４９ ―

役員退職慰労引当金 １５３ １６５

繰延税金負債 ４６ ２０

その他固定負債 １３３ ４３７

負債合計 ２１,６６６ ２２,９０９

少数株主持分 ２４７ ９１

資本の部
資本金 ２,１４４ ２,１４４

資本準備金 １,８５３ １,８５３

連結剰余金 ５,３８３ ５,３７３

その他有価証券評価差額金 △１１６ ―

為替換算調整勘定 １２ ―

資本合計 ９,２７６ ９,３７０

負債・少数株主持分・資本合計 ３１,１９０ ３２,３７１

◆比較連結貸借対照表注記

当　　　期 前　　　期
１. 有形固定資産の減価償却累計額…………………２,１８４百万円 ………………１,５３６百万円

２. 輸出手形割引高 ………………………………………４４百万円……………………３３百万円

※連結貸借対照表・連結損益計算書・比較連結剰余金計算書・連結キャッシュ・フロー計算書および注
記事項の記載金額は、それぞれ表示単位未満切捨てにより表示しております。
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比較損益計算書 比較利益処分

摘　　　要 当　　期 前　　期
百万円 百万円

当期未処分利益 ４１４ ６０５

利益準備金 ― ５

利益配当金 ３７ ３７
（一株につき６円） （一株につき６円）

取締役賞与金 ― ２０

別途積立金 １００ ３００

次期繰越利益 ２７６ ２４１

注）平成１３年９月７日に３７百万円（１株につき６円）の中間配当を実施いたしました。

科　　　目 当　　期 前　　期
百万円 百万円

経常損益の部
営業損益の部

営業収益

売上高 ３８,１２６ ５９,８６８

営業費用

売上原価 ３６,７１６ ５７,８２３

販売費及び一般管理費 １,８５６ ３８,５７２ １,７４７ ５９,５７１

営業利益又は営業損失（△） △４４５ ２９７

営業外損益の部

営業外収益

受取利息及び配当金 ９９３ ４５８

為替差益 １１７ ―

雑収入 ５７ １,１６９ ３４ ４９３

営業外費用

支払利息及び割引料 ― ８０

支払利息 ３６ ―

有価証券評価損 ― １７３

為替差損 ― １６

株式上場費用 ― ２８

雑損失 １５ ５２ ４０ ３４０

経常利益 ６７１ ４４９

特別損益の部
特別利益

投資有価証券売却益 ２５ ―

オプション取引解約益 ６８ ９４ ― ―

特別損失

退職給付移行時差異償却 ４１５ ―

投資有価証券評価損 １６５ ５８１ ― ―

税引前当期利益 １８３ ４４９

法人税、住民税及び事業税 ２１３ ２１６

法人税等調整額 △２４３ △３０ △８０ １３５

当期利益 ２１３ ３１４

前期繰越利益 ２４１ １３２

過年度税効果調整額 ― ２００

中間配当額 ３７ ３７

中間配当に伴う利益準備金積立額 ３ ３

当期未処分利益 ４１４ ６０５

◆損益計算書注記（当期）

１. 子会社に対する売上高 ………………………………１０,６２５百万円

２. 子会社からの仕入高 …………………………………２,４８１百万円

３. 子会社との営業取引以外の取引高……………………１,０１４百万円

※貸借対照表・損益計算書および注記事項の記載金額は、それぞれ表示
単位未満切捨てにより表示しております。
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単独財務諸表

◆貸借対照表注記（当期）

１. 子会社に対する短期金銭債権 ………………………２,４７６百万円

２. 子会社からの短期金銭債務 ……………………………２６１百万円

３. 有形固定資産の減価償却累計額 ………………………９２百万円

４. 保証債務 …………………………………………………６２百万円

５. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機およびその周辺
機器等についてリース契約により使用しております。

６. 外貨建資産および負債の主なもの
（為替予約等により円貨額の確定しているものは除く）
売掛金 １６百万Ｕ.Ｓ.ドル …………………（２,１５９百万円）
買掛金 １３百万Ｕ.Ｓ.ドル …………………（１,７３４百万円）
投資有価証券 ８８百万フィリピンペソ ………………（３７８百万円）
子会社株式 ４百万Ｕ.Ｓ.ドル ……………………（４１４百万円）
子会社株式 ７９百万フィリピンペソ ………………（２７８百万円）
子会社株式 ２百万シンガポールドル ……………（１５０百万円）
子会社出資金 ２百万ドイツマルク …………………（１７７百万円）
出資金 ２百万Ｕ.Ｓ.ドル ……………………（２７２百万円）

７. 手形割引高 ………………………………………………１８百万円

８. 期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理しております。従って
当期末日は金融機関休日のため、次のとおり期末日の満期手形が期
末残高に含まれております。

受取手形 …………………………………………………２５百万円

９. １株当たりの当期利益３３円９6銭

比較貸借対照表

科　　　目 当　期　末 前　期　末
百万円 百万円

資産の部
流動資産 ９,９９９ １２,２５１

現金・預金 １,３５７ １,０９５

受取手形 ２５７ ４１４

売掛金 ６,８６３ ８,９３０

有価証券 ― ９９

商品 ６９４ ９８１

前渡金 ３３ ６

未収金 ５４０ ５８０

短期貸付金 ７１ ６７

繰延税金資産 １５９ １０５

その他流動資産 ５５ ２３

貸倒引当金 △３４ △５３

固定資産 ４,８２０ ３,９６９

有形固定資産 ５３ ５５

建物 ２９ ２７

工具器具備品 ２０ ２４

土地 ３ ３

無形固定資産 ４ ７

ソフトウェア ０ ３

電話加入権 ４ ３

投資等 ４,７６１ ３,９０６

投資有価証券 １,２６７ １,２０２

子会社株式 １,３５５ １,３５５

出資金 ４９０ ３６０

子会社出資金 ２２３ ２２３

差入保証金 １６２ １５８

長期貸付金 ６８５ ３８５

繰延税金資産 ４４８ １７５

その他投資等 ２５８ １０８

貸倒引当金 △１３０ △６４

資産合計 １４,８１９ １６,２２０

科　　　目 当　期　末 前　期　末
百万円 百万円

負債の部
流動負債 ６,５２２ １０,１４６

買掛金 ４,３５１ ５,９０２

短期借入金 １,７００ ３,３３０

一年内返済長期借入金 ３４ ５００

未払法人税等 ４８ ５３

未払金 ３０ ２８

未払費用 ２４０ ２５４

前受金 ２６ ５

預り金 ２０ ２０

賞与引当金 ５２ ５３

その他流動負債 １８ ―

固定負債 ２,４６８ ２４６

長期借入金 １,８６６ ―

長期未払金 ― ３

退職給与引当金 ― ２４２

退職給付引当金 ４４８ ―

役員退職慰労引当金 １５３ ―

負債合計 ８,９９０ １０,３９３

資本の部

資本金 ２,１４４ ２,１４４

法定準備金 １,８８７ １,８７７

資本準備金 １,８５３ １,８５３

利益準備金 ３４ ２４

剰余金 １,９１４ １,８０５

別途積立金 １,５００ １,２００

当期未処分利益 ４１４ ６０５

（うち当期利益） （２１３） （３１４）

その他有価証券評価差額金 △１１６ ―

資本合計 ５,８２９ ５,８２７

負債及び資本合計 １４,８１９ １６,２２０
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会社概要

■役員および監査役（２００２年３月２８日現在）

取締役社長 村井 史郎
取　締　役 武内 繁憲 第１・第２・第３・海外生産資材グループ担当

取　締　役 橋詰 研作 総務部・経営企画部・IR室担当、経理部長、業務部長

取　締　役 村瀬 漢章 企画開発部長

取　締　役 嶋井 節夫 システム管理室長

取　締　役 大庭 勝躬 第４・第５・第６グループ担当

取　締　役 宮田 光雄 産業機器グループ・新事業開発グループ担当

常勤監査役 中塚 久夫
監　査　役 池本 雅勇 サカタインクス株式会社　代表取締役副社長

監　査　役 北村 玄一 サカタインクス株式会社　常勤監査役

監査役のうち、池本雅勇氏、北村玄一氏は、商法特例第１８条第１項に定める社外監査役です。

■会社概要（２００１年１２月３１日現在）

商　　号 シークス株式会社

設　　立 １９９２年７月１日

資 本 金 ２,１４４百万円

従業員数 １２９名

本　　社 大阪市中央区南本町１-８-１４

東京事務所 東京都千代田区神田須田町２-７-３

U R L http://www.siix.co.jp

■関連子会社・事業所一覧（２００１年１２月３１日現在）

関連子会社 主 な 事 業 内 容

●SiiX Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電子部品等の輸出入販売

●SiiX H.K. Ltd. : China 電子部品等の輸出入販売

●SiiX TWN Co., Ltd : Taiwan 電子部品等の輸出入販売

●SiiX Logistics Phils., Inc. : Philippines 電子部品等の輸出入販売

●SiiX Logistics Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電 子 部 品 等 の 物 流

●SiiX Electronics Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電子部品等の輸出入販売

●SiiX Bangkok Co., Ltd. : Thailand 電子部品等の輸出入販売

●SiiX (Shanghai) Co., Ltd. : China 電子部品等の輸出入販売・物流

●SiiX Europe GmbH : Germany 電子部品等の輸出入販売

●SiiX U.S.A. Corp. : Illinois, U.S.A. 電子部品等の輸出入販売

●SiiX Phils., Inc. : Philippines 電子部品等の輸出入販売

●PT SiiX Electronics Indonesia : Indonesia 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

●SiiX EMS(Thailand) Co., Ltd. : Thailand 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

●Nansha Sakata Ink Corp. : China 印 刷 イン キ の 製 造 販 売

●イスロン株式会社 : Japan 半 導 体 の 設 計 ・ 開 発

●Sluzba SiiX Electronics s.r.o. : Slovakia 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

事業所

●SiiX U.S.A. Corp. San Jose Branch : Calif., U.S.A.

●SiiX do Brasil Ltda. : Brasil

●PT Siix Indonesia : Indonesia

●SiiX Corp. Seoul Liaison Office : Korea

●SiiX H.K. Ltd., Shenzhen Liaison Office : China

●SiiX Singapore Pte. Ltd. Chennai Liaison Office : India
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株式の状況

■株式の状況（２００１年１２月３１日現在）

会社が発行する株式の総数 ………………………２０,０００,０００株
発行済株式の総数 …………………………………６,３００,０００株
当期末株主数 ……………………………………………１,４７０名

■大株主（２００１年１２月３１日現在）

株主名 持株数 持株比率
株 ％

サカタインクス株式会社 ２,８４９,０００ ４５.２２

村井史郎 ４５０,０００ ７.１４

株式会社あさひ銀行 ２２０,０００ ３.４９

株式会社三井住友銀行 ２００,０００ ３.１７

シークス社員持株会 １２６,１００ ２.００

投資信託受諾者

中央三井信託銀行株式会社
１０８,６００ １.７２

株式会社東京三菱銀行 ９０,０００ １.４３

バンクオブバミューダガンジーリミテッド

アトランティスジャパングロースファンド
６９,５００ １.１０

松下電器産業株式会社 ５０,０００ ０.７９

ステートストリートバンクアンド

トラストカンパニー５０５０４１
５０,０００ ０.７９

■所有者別所有株数 ■所有者別株主数

外国法人 4.54%

国内法人�
48.32%

国内法人 3.13%

金融機関 1.03%

金融機関 12.59%

個人・その他�
94.89%

個人・その他�
34.55%

外国法人 0.95%

※当社の当該大株主への出資はありません。

■株価・出来高推移（２００１年９月～２００２年２月）
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株主メモ
決 　 算 　 期 毎年１２月３１日

定時株主総会 毎年３月中

基 　 準 　 日 毎年１２月３１日
その他、必要のある場合には、取締役会の決議によ
り、あらかじめ公告をして、基準日を定めます。

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先） 〒１８３-８７０１
東京都府中市日鋼町１番１０
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） （住所変更等用紙のご請求） ０１２０-１７５-４１７
（その他のご照会） ０１２０-１７６-４１７

（インターネットホームページURL） http: / /www.sumitomotrust .co. jp/STA/
retai l /service/daiko/ index.html

同 取 次 所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

公告掲載新聞 日本経済新聞

１単元の株式の数 １００株

上 場 取 引 所 東京証券取引所市場第二部
大阪証券取引所市場第二部

本社●〒５４１-００５４大阪市中央区南本町１-８-１４
電話●０６-６２６６-６４００ FAX●０６-６２６６-６４２８ URL●http://www.siix.co.jp 証券コード●7613シークス株式会社

この冊子は再生紙を使用し、印刷インキにはアメリカ
大豆協会認定の大豆油インキを使用しています。


